
米
韓
自
由
貿
易
協
定（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）の
イ
ン
パ
ク
ト
と

	
東
ア
ジ
ア
経
済
統
合
の
新
段
階

深
川
由
起
子

トレンド・リポート

●
は
じ
め
に

東
ア
ジ
ア
は
二
○
○
○
年
代
に
入
っ
て
、
通
商

政
策
の
重
心
を
多
国
間
交
渉
（m

ulti-lateralism

）

か
ら
自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）交
渉
（regional-

ism

）
に
移
し
た
。
そ
の
先
陣
を
切
っ
た
の
は
実

は
金
大
中
政
権
下
の
韓
国
で
あ
り
、
続
く
盧
武
鉉

政
権
は
「
同
時
多
発
」
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
を
打
ち
上
げ

て
交
渉
加
速
を
試
み
た
。
二
○
○
七
年
四
月
の
米

韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
合
意
は
韓
国
の
積
極
性
を
象
徴
す
る
も

の
で
あ
っ
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
双
方
が
政
権
末
期
に
入
り
、

と
り
わ
け
議
会
で
民
主
党
が
優
位
に
立
っ
た
米
国

側
の
情
勢
は
厳
し
い
。
米
国
に
比
べ
て
韓
国
は
二

○
○
七
年
一
二
月
の
大
統
領
選
の
焦
点
が
経
済
的

閉
塞
の
打
破
に
あ
り
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
多
く
の
支
持
を

確
保
し
て
い
る
。
た
だ
し
、「
同
時
多
発
」
方
式

の
拙
速
さ
に
対
し
て
は
従
来
か
ら
批
判
が
あ
り
、

早
期
批
准
が
挫
折
す
れ
ば
、
新
政
権
は
戦
略
修
正

を
余
儀
な
く
さ
れ
よ
う
。
以
下
で
は
次
第
に
顕
在

化
し
て
き
た
韓
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
戦
略
の
性
格
を
明
ら

か
に
し
た
上
で
、
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
東
ア
ジ
ア
に
も

た
ら
す
イ
ン
パ
ク
ト
を
分
析
し
、
最
後
に
日
本
の

対
応
を
加
え
て
み
た
い
。

●
通
貨
危
機
と
Ｆ
Ｔ
Ａ
グ
ロ
ー
バ
リ
ズ

ム韓
国
に
と
っ
て
、
通
商
政
策
大
転
換
の
契
機
と

な
っ
た
の
は
通
貨
危
機
で
あ
り
、
リ
ー
ジ
ョ
ナ
リ

ズ
ム
は
次
の
三
点
で
少
な
か
ら
ぬ
影
響
を
受
け
て

き
た
。
一
つ
は
他
の
ア
ジ
ア
と
は
異
な
り
、
交
渉

相
手
を
地
政
学
的
関
心
と
い
う
よ
り
、
グ
ロ
ー
バ

ル
な
視
点
で
選
ぼ
う
と
す
る
傾
向
で
あ
る
。
韓
国

の
危
機
は
急
激
な
流
動
性
枯
渇
を
特
徴
と
し
、
収

拾
に
当
た
っ
た
金
大
中
政
権
は
新
自
由
主
義
的
な

構
造
改
革
推
進
で
市
場
信
任
の
回
復
を
急
い
だ
。

グ
ロ
ー
バ
ル
な
Ｆ
Ｔ
Ａ
推
進
は
そ
の
柱
で
あ
り
、

韓
国
は
候
補
を
日
米
及
び
Ｅ
Ｕ
の
「
巨
大
交
易

圏
」
と
、
各
地
域
の
「
橋
頭
堡
」
で
あ
る
チ
リ
・

タ
イ
・
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
・
カ
ナ
ダ
、
南
ア
な

ど
に
分
け
、
影
響
が
比
較
的
軽
微
と
み
ら
れ
た
後

者
か
ら
の
交
渉
開
始
を
決
め
た
。
他
方
で
輸
出
主

導
に
よ
る
経
済
再
生
に
は
米
国
市
場
へ
の
ア
ク
セ

ス
確
保
が
絶
対
条
件
で
あ
り
、
後
者
か
ら
は
Ｎ
Ａ

Ｆ
Ｔ
Ａ
へ
の
参
加
を
目
指
し
、
豊
富
な
交
渉
経
験

を
持
つ
チ
リ
が
選
択
さ
れ
た
。
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
構

想
は
既
に
こ
の
時
代
か
ら
続
い
て
き
た
の
で
あ
る
。

第
二
の
点
は
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
経
済
再
生
の
切
り
札
で

あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
農
業
市
場
開
放
負
担
の
少
な

さ
や
、
他
国
に
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
先
ん
じ
ら
れ
る
被
害
の

最
小
化
、
と
い
っ
た
受
身
、
か
つ
「
現
実
的
」
な

日
本
と
は
対
照
的
に
、
輸
出
を
通
じ
た
成
長
寄
与

が
重
視
さ
れ
る
点
で
あ
る
。
初
期
の
研
究
で
あ
る

参
考
文
献
④
は
交
渉
先
選
定
の
条
件
に
、
①
比
較

優
位
と
貿
易
補
完
性
、
②
所
得
水
準
、
③
市
場
規

模
、
④
貿
易
拡
大
の
潜
在
性
を
挙
げ
た
が
、
⑤
地

政
学
的
配
慮
や
、
⑥
輸
入
増
大
に
よ
る
経
済
厚
生

改
善
、
⑦
構
造
調
整
促
進
、
⑧
他
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
に

よ
る
貿
易
転
換
効
果
防
止
と
い
っ
た
優
先
順
位
は

低
か
っ
た
。
た
だ
積
極
論
だ
け
で
国
内
の
支
持
は

得
に
く
く
、
チ
リ
と
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
批
准
に
手
間
取
っ

た
金
大
中
政
権
は
結
局
、
交
渉
に
進
め
な
か
っ
た
。

第
三
の
点
は
自
由
化
度
の
み
な
ら
ず
、
直
接
投

資
や
サ
ー
ビ
ス
、
人
の
移
動
な
ど
が
重
視
さ
れ
る

包
括
性
、
明
文
性
な
ど
の
点
で
「
ハ
イ
・
レ
ベ
ル

な
」
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
志
向
す
る
こ
と
で
あ
る
。
韓
国
は

他
の
東
ア
ジ
ア
の
国
と
は
異
な
り
、
危
機
直
前
ま

で
は
直
接
投
資
誘
致
に
そ
れ
ほ
ど
積
極
的
で
な
く
、

基
幹
産
業
に
お
い
て
は
警
戒
的
で
さ
え
あ
っ
た
。

し
か
し
、
危
機
後
は
一
転
し
て
外
資
誘
致
が
重
視

さ
れ
、
直
接
投
資
は
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
の
重
要
な
部
分

を
形
成
し
た
。「
巨
大
交
易
圏
」
に
つ
い
て
は
投
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ト
レ
ン
ド
・
リ
ポ
ー
ト

米
韓
自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
の
イ
ン
パ
ク
ト
と
東
ア
ジ
ア
経
済
統
合
の
新
段
階

資
前
の
内
国
民
待
遇
な
ど
を
含
む
「
ハ
イ
・
レ
ベ

ル
」
投
資
協
定
（
Ｂ
Ｉ
Ｔ
）
締
結
が
交
渉
の
基
本

要
件
と
な
っ
た
。
米
国
と
の
Ｂ
Ｉ
Ｔ
交
渉
は
挫
折

し
た
が
、
対
日
本
で
は
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
前
に
こ
れ
が

成
立
し
、
投
資
ル
ー
ル
の
透
明
化
を
目
指
す
交
渉

は
中
国
と
も
続
い
て
い
る
。
ま
た
、
韓
国
は
Ｗ
Ｔ

Ｏ
交
渉
で
の
「
発
展
途
上
国
」
の
地
位
は
放
棄
し

て
は
い
な
い
が
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
は
中
国
や
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
と
は
異
な
り
、
途
上
国
に
与
え
ら
れ
た
授
権
条

項
を
放
棄
し
た
先
進
国
型
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
一
貫
し
て
希

求
し
て
き
て
い
る
。

●
朝
鮮
半
島
政
策
と
政
経
未
分
離
型
リ

ー
ジ
ョ
ナ
リ
ズ
ム

も
う
一
つ
、
通
貨
危
機
と
は
別
の
影
響
と
し
て

北
朝
鮮
を
中
心
と
し
た
外
交
文
脈
の
存
在
も
挙
げ

ら
れ
る
。
こ
こ
か
ら
派
生
す
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
政
策
の
政

治
性
は
次
第
に
韓
国
の
特
徴
の
一
つ
と
し
て
浮
上

し
た
。
危
機
の
収
拾
を
何
と
か
終
え
た
金
大
中
政

権
は
歴
史
的
な
南
北
首
脳
会
談
を
実
現
し
、
周
知

の
通
り
、
以
後
は
「
太
陽
政
策
」
が
外
交
の
基
調

と
な
っ
た
。
民
族
主
義
の
強
い
盧
武
鉉
政
権
で
は

こ
れ
が
さ
ら
に
加
重
さ
れ
た
。
通
貨
危
機
収
拾
も

Ｆ
Ｔ
Ａ
推
進
も
、
そ
の
中
心
は
常
に
大
統
領
府
で

あ
っ
た
か
ら
、
経
済
回
復
と
共
に
新
た
な
ア
ジ
ェ

ン
ダ
と
し
て
登
場
し
た
「
太
陽
政
策
」
が
Ｆ
Ｔ
Ａ

政
策
に
影
響
を
及
ぼ
す
の
は
自
然
な
帰
結
で
あ
っ

た
。そ

れ
ぞ
れ
日
系
企
業
の
生
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、

華
人
の
ビ
ジ
ネ
ス
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
持
つ
日
本

や
中
国
と
異
な
り
、
韓
国
の
地
政
学
観
に
は
「
東

ア
ジ
ア
」
の
概
念
が
そ
も
そ
も
希
薄
で
あ
る
。
伝

統
的
な
地
政
学
観
に
入
る
の
は
専
ら
競
合
相
手
と

み
な
さ
れ
る
日
本
と
、
投
資
が
集
中
す
る
中
国
で

構
成
さ
れ
る
「
北
東
ア
ジ
ア
」
だ
け
で
あ
り
、
外

交
政
策
の
変
化
は
一
層
、
こ
れ
を
駄
目
押
し
し
た
。

金
大
中
政
権
は
チ
リ
と
の
交
渉
の
次
に
、
北
朝
鮮

へ
の
植
民
地
補
償
問
題
を
抱
え
る
日
本
と
の
Ｆ
Ｔ

Ａ
交
渉
の
検
討
を
始
め
た
が
、
日
韓
交
渉
の
行
き

詰
ま
り
と
、
核
・
ミ
サ
イ
ル
開
発
に
よ
る
北
朝
鮮

問
題
の
「
グ
ロ
ー
バ
ル
化
」
に
直
面
し
た
盧
武
鉉

政
権
は
逆
に
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
交
渉
相
手
を
シ
ン
ガ
ポ

ー
ル
（
二
○
○
五
年
批
准
）、
Ｅ
Ｆ
Ｔ
Ａ
（
二
○

○
五
年
批
准
）、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
（
二
○
○
六
年
合

意
）、
イ
ン
ド
・
メ
キ
シ
コ
・
カ
ナ
ダ
（
い
ず
れ

も
交
渉
中
）、
米
国
（
二
○
○
七
年
合
意
）、
Ｅ
Ｕ

（
二
○
○
七
年
交
渉
開
始
）
と
一
気
に
拡
大
し
た
。

そ
し
て
こ
れ
ら
締
結
国
は
い
ず
れ
も
限
定
的
で
は

あ
る
が
、
韓
国
が
北
朝
鮮
の
開
城
に
建
設
し
た
工

業
団
地
の
生
産
物
の
原
産
地
を
韓
国
と
認
め
る
こ

と
で
合
意
し
た
。
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
で
さ
え
、
核
・
ミ

サ
イ
ル
問
題
の
進
捗
を
見
な
が
ら
、
と
い
う
限
定

付
き
だ
が
、
委
員
会
の
設
置
を
約
束
し
て
お
り
、

韓
国
に
と
っ
て
は
事
実
上
、
こ
の
項
目
が
Ｆ
Ｔ
Ａ

の
か
な
り
重
要
な
優
先
交
渉
条
項
と
な
っ
た
。

特
異
な
体
制
に
よ
っ
て
世
界
か
ら
孤
立
し
た
北

朝
鮮
の
取
り
込
み
は
、
と
り
も
な
お
さ
ず
、
Ｆ
Ｔ

Ａ
に
安
全
保
障
の
論
理
が
入
り
込
み
、
政
治
性
が

強
ま
る
こ
と
を
意
味
す
る
。
自
主
国
防
を
掲
げ
て

米
国
と
の
安
全
保
障
摩
擦
を
繰
り
返
し
た
盧
武
鉉

政
権
に
と
っ
て
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
当
初
、
安
全
保
障

面
を
補
完
し
、
経
済
面
で
同
盟
関
係
を
確
認
す
る
、

と
い
っ
た
要
素
を
持
っ
て
い
た
。
し
か
し
な
が
ら

二
○
○
七
年
に
入
っ
て
米
国
が
大
き
く
北
朝
鮮
政

策
を
転
換
し
、
米
朝
直
接
対
話
へ
の
道
が
開
け
る

に
つ
れ
、
交
渉
は
一
気
に
加
速
し
、
合
意
を
見
た
。

東
ア
ジ
ア
で
は
過
去
や
歴
史
問
題
を
抱
え
る
日
本

は
も
ち
ろ
ん
、
華
人
と
の
微
妙
な
関
係
を
持
つ
中

国
も
政
経
分
離
に
よ
る
経
済
協
力
推
進
で
は
一
致

し
て
お
り
、
東
ア
ジ
ア
の
リ
ー
ジ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
は

Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
（
ア
ジ
ア
太
平
洋
経
済
協
力
）
以
来
、

分
離
原
則
が
支
配
的
で
あ
っ
た
。
他
方
、
米
・
イ

ス
ラ
エ
ル
な
ど
、
米
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
安
全
保
障
政

策
と
強
く
連
動
す
る
こ
と
は
よ
く
知
ら
れ
る
。
政

経
分
離
の
東
ア
ジ
ア
の
リ
ー
ジ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
に
馴

染
め
ず
、
他
方
で
排
除
さ
れ
な
い
た
め
の
橋
頭
堡

を
探
し
て
い
た
米
国
に
と
っ
て
、
地
政
学
論
理
の

希
薄
な
韓
国
は
格
好
の
相
手
で
あ
り
、
米
韓
Ｆ
Ｔ

Ａ
に
は
東
ア
ジ
ア
の
伝
統
と
は
異
な
る
独
特
の
政

治
論
理
が
働
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。

●
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
イ
ン
パ
ク
ト

韓
国
に
は
米
韓
の
「
ハ
イ
・
レ
ベ
ル
Ｆ
Ｔ
Ａ
」

が
韓
国
の
域
内
交
渉
力
、
と
り
わ
け
日
中
へ
の
交

渉
力
を
強
化
す
る
、
と
い
っ
た
期
待
心
理
が
根
強

い
。
し
か
し
「
ハ
イ
・
レ
ベ
ル
」
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
他
国

を
魅
了
す
る
ほ
ど
の
成
果
を
挙
げ
る
か
否
か
は
あ

く
ま
で
動
態
的
な
変
化
に
よ
る
。
静
態
的
に
み
れ

ば
、
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
当
事
国
双
方
に
も
た
ら
す
効

果
は
大
き
く
な
い
。
平
均
関
税
率
は
米
国
の
四
・

○
％
に
対
し
、
韓
国
が
一
○
・
六
％
と
圧
倒
的
に

高
い
。
こ
の
た
め
、
一
般
均
衡
（
Ｃ
Ｇ
Ｅ
）
モ
デ

ル
を
用
い
た
研
究
の
多
く
は
、
韓
国
の
伝
統
的
な
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Ｆ
Ｔ
Ａ
期
待
で
あ
る
輸
出
増
大
に
は
大
き
な
期
待

が
で
き
な
い
こ
と
を
示
す
。
他
方
、
高
関
税
（
米

国
側
九
・
八
％
に
対
し
韓
国
側
五
五
・
二
％
）
を

課
し
て
い
る
農
産
物
部
門
で
は
輸
入
（
米
国
か
ら

は
輸
出
）
の
増
大
が
予
想
さ
れ
る
。
参
考
文
献
②
、

③
、
⑤
で
は
韓
国
に
対
す
る
影
響
は
静
態
的
に
は

Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
○
・
四
二
％
増
加
で
、
厚
生
水
準
の
改

比
○
・
四
二
％
増
加
で
、
厚
生
水
準
の
改

○
・
四
二
％
増
加
で
、
厚
生
水
準
の
改

善
も
○
・
一
五
％
に
す
ぎ
ず
、
雇
用
は
む
し
ろ
悪

化
が
予
想
さ
れ
た
。
所
得
の
増
大
に
よ
る
資
本
蓄

積
、
特
に
生
産
性
の
増
加
を
加
味
し
た
動
態
モ
デ

ル
で
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
七
・
六
％
、
生
産
は
六

・
二
％
増
加
し
、
雇
用
も
三
・
三
％
の
プ
ラ
ス
に

転
じ
る
と
す
る
が
、
問
題
は
批
准
後
の
農
業
部
門

の
円
滑
な
産
業
調
整
と
、
具
体
的
な
動
態
効
果
最

大
化
が
市
場
か
ら
生
み
出
さ
れ
る
か
に
か
か
っ
て

お
り
、
未
知
数
が
大
き
い
。

む
し
ろ
東
ア
ジ
ア
で
当
面
、
す
ぐ
に
予
想
さ
れ

る
の
は
米
韓
合
意
の
ア
ナ
ウ
ン
ス
メ
ン
ト
効
果
で
、

批
准
を
所
与
と
し
て
貿
易
転
換
効
果
を
最
小
化
し

よ
う
と
し
た
り
、
米
国
の
プ
レ
ゼ
ン
ス
拡
大
に
対

抗
を
図
る
な
ど
で
周
辺
国
の
動
き
が
活
発
化
す
る

こ
と
で
あ
ろ
う
。

Ｆ
Ｔ
Ａ
合
意
で
米
国
側
の
関
税
引
き
下
げ
幅
の

大
き
な
工
業
製
品
は
デ
ジ
タ
ル
Ｔ
Ｖ
（
名
目
関
税

五
％
）
や
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
・
ト
ラ
ッ
ク
（
同
二
五

％
）
な
ど
で
あ
り
、
対
米
貿
易
転
換
効
果
を
受
け

る
の
は
競
合
度
の
高
い
日
本
で
あ
る
と
み
ら
れ
る
。

実
際
、
周
辺
国
へ
の
影
響
を
Ｃ
Ｇ
Ｅ
モ
デ
ル
に
よ

っ
て
予
測
し
た
表
１
も
日
本
に
つ
い
て
は
製
造
業

へ
の
影
響
が
最
も
大
き
い
。
た
だ
し
、
全
体
に
よ

り
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
転
換
が
見
ら
れ
る
の
は
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
や
カ
ナ
ダ
で
あ
る
。
日
韓
と
も
家
電
は
メ
キ

シ
コ
や
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
な
ど
第
三
国
へ
の
生
産
移
管
、

自
動
車
は
現
地
生
産
が
進
ん
で
い
る
た
め
、
日
本

へ
の
貿
易
転
換
効
果
は
直
接
に
は
限
定
的
と
み
ら

れ
る
。
む
し
ろ
日
本
で
懸
念
さ
れ
る
の
は
物
品
取

り
扱
い
手
数
料
の
無
料
化
や
貿
易
円
滑
化
な
ど
に

よ
る
物
流
コ
ス
ト
や
、
技
術
標
準
や
相
互
認
証
な

ど
で
韓
国
に
差
を
つ
け
ら
れ
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。

た
だ
し
、
こ
れ
も
日
米
間
で
は
一
九
八
○
年
代
の

構
造
協
議
（
Ｓ
Ｉ
Ｉ
）
以
来
、
相
互
規
制
緩
和
や

基
準
認
証
の
調
和
な
ど
が
Ｆ
Ｔ
Ａ
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の

外
で
な
さ
れ
て
お
り
、
大
き
な
転
換
効
果
に
つ
な

が
る
か
は
疑
問
で
あ
る
。
一
方
、
対
韓
輸
出
で
は

半
導
体
製
造
装
置
や
材
料
と
い
っ
た
中
間
財
・
資

本
財
で
の
日
米
競
合
も
指
摘
さ
れ
る
。
し
か
し
、

も
と
も
と
韓
国
の
輸
出
用
原
材
料
や
資
材
に
は
関

税
減
免
措
置
が
あ
り
、
こ
の
転
換
効
果
も
そ
れ
ほ

ど
大
き
い
と
は
み
ら
れ
て
い
な
い
。
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ

構
想
は
長
ら
く
存
在
す
る
が
、
日
本
が
農
業
で
韓

国
以
上
の
自
由
化
を
米
国
に
約
束
す
る
可
能
性
に

は
乏
し
く
、
日
米
が
米
韓
に
追
随
す
る
可
能
性
は

当
面
は
少
な
い
だ
ろ
う
。
た
だ
し
、
日
米
間
の
機

能
的
協
力
や
、
日
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
再
開
へ
の
期
待

は
財
界
か
ら
一
層
強
ま
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
合
意
に
複
雑
な
思
い
を
持
つ
の
は

日
本
よ
り
む
し
ろ
中
国
か
も
し
れ
な
い
。
実
際
に

前
表
が
示
し
た
よ
う
に
、
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
マ
イ
ナ

ス
効
果
は
日
本
よ
り
、
中
国
に
つ
い
て
大
き
い
。

特
に
中
国
の
農
業
や
食
品
部
門
は
豪
州
や
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
と
ほ
ぼ
同
じ
貿
易
転
換
を
被
る
と
み
ら
れ
、

そ
の
通
り
に
な
れ
ば
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
中
国
が
初
め

て
経
験
す
る
「
実
害
」
ケ
ー
ス
と
な
る
可
能
性
を

持
つ
。
長
ら
く
韓
国
に
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
入
り
を
迫
り

な
が
ら
、
日
本
よ
り
、
米
国
よ
り
、
さ
ら
に
は
Ｅ

Ｕ
よ
り
も
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
で
後
回
し
に
さ
れ
た
中
国

が
韓
国
へ
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
圧
力
を
強
め
る
の
は
不

思
議
で
は
な
い
。
他
方
、
韓
国
の
側
で
も
米
国
か

ら
の
輸
入
が
著
増
し
た
場
合
、
財
界
や
議
会
を
中

心
に
、
貿
易
黒
字
相
手
国
で
あ
る
中
国
市
場
の
確

保
が
不
可
避
、
と
い
う
論
調
が
高
ま
る
可
能
性
は

十
分
に
存
在
す
る
。
北
朝
鮮
へ
の
経
済
協
力
を
着

々
と
進
め
る
中
国
に
と
っ
て
、
開
城
工
業
団
地
の

原
産
地
認
定
負
担
は
日
米
に
比
べ
て
遥
か
に
軽
く
、

ま
た
韓
国
の
側
か
ら
は
日
米
よ
り
遥
か
に
関
税
撤

廃
の
効
果
が
大
き
く
、
市
場
拡
大
の
ス
ピ
ー
ド
が

速
い
中
国
は
当
然
、
魅
力
に
富
ん
だ
も
の
で
も
あ

る
。
た
だ
し
、
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
成
立
に
よ
っ
て
、

韓
国
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
原
則
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
二
四
条
に
沿
っ
て

幅
広
い
範
囲
と
高
い
制
度
化
を
志
向
す
る
も
の
と

し
て
確
立
さ
れ
て
き
て
い
る
。
米
韓
合
意
を
交
渉

力
に
使
お
う
と
す
る
韓
国
が
競
争
法
の
調
和
な
ど

を
含
め
て
中
国
に
こ
れ
ま
で
結
ん
だ
こ
と
の
な
い

水
準
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
迫
れ
ば
、
中
国
に
と
っ
て
も
交

渉
は
対
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
ほ
ど
容
易
で
は
な
い
の
か
も

し
れ
な
い
。
か
な
り
交
渉
が
こ
じ
れ
て
い
る
日
韓

交
渉
の
再
開
と
、
中
韓
交
渉
の
開
始
の
ど
ち
ら
が

先
行
す
る
か
は
、
東
ア
ジ
ア
経
済
統
合
の
新
し
い

次
元
を
左
右
す
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

中
韓
が
先
行
す
る
シ
ナ
リ
オ
の
ほ
か
に
、
日
本

が
検
討
し
て
お
か
ね
ば
な
ら
な
い
も
う
一
つ
の
可

能
性
は
韓
国
か
ら
日
韓
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
を
も
ち
か

け
ら
れ
る
こ
と
で
あ
る
。
米
韓
交
渉
と
そ
の
後
の

マクロ・インパクト
GDP（％）
輸出（100 万ドル）
輸入（100 万ドル）

中国
-0.14
-0.18
-0.17

日本
-0.1

-0.06
-0.1

ASEAN
-0.21
-0.16
-0.16

オーストラリア
-0.14
-0.23
-0.24

カナダ
-0.18
-0.16
-0.18

生産額（100 万ドル）
穀物
野菜／果実
その他製品
肉
加工食品
工業製品
計

-39.46
-24.6

-23.85
-14.29

-119.63
-83.78

-781.12

21.13
-9.73

-15.21
-3.73

-66.49
-334.52
-867.36

-0.74
-21.23
-25.95
-35.39
-141.8

-459.88
-1241.7

-32.59
-18.58
-71.74
-73.86

-128.47
166.58

-1031.71

8.71
12.39

-12.18
-11.81
-46.56

-585.27
-1237.5

輸出（％）
穀物
野菜／果実
その他製品
肉
加工食品
工業製品
計

-38.74
-0.36
-8.44
-0.58
-5.35
0.01

-0.17

-6.41
-0.31

-11.28
-9.45
-3.6

-0.08
-0.1

1.17
-0.1

-1.98
-2.39
-1.78
-0.12
-0.16

-2.52
0.03

-6.67
-2.21
-2.37
0.26

-0.24

0.96
0.13

-1.63
-0.68
-1.12
-0.24
-0.18

表１　米韓 FTAが周辺国に与える影響

（出所）Korea Institute for International Economic Policy（KIEP）.
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ト
レ
ン
ド
・
リ
ポ
ー
ト

米
韓
自
由
貿
易
協
定
（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
の
イ
ン
パ
ク
ト
と
東
ア
ジ
ア
経
済
統
合
の
新
段
階

展
開
、
と
り
わ
け
雇
用
を
め
ぐ
る
展
開
に
よ
っ
て

韓
国
が
多
く
を
学
べ
ば
、
こ
れ
ま
で
の
よ
う
に
単

純
な
貿
易
黒
字
＝
善
、
赤
字
＝
悪
式
の
重
商
主
義

的
発
想
（
貿
易
赤
字
国
の
日
本
は
黒
字
国
の
中
国

と
セ
ッ
ト
に
し
な
い
と
困
難
）
は
多
少
、
薄
れ
る

か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
米
韓
交
渉
の

経
験
は
巨
大
市
場
の
持
つ
国
バ
ー
ゲ
ニ
ン
グ
・
パ

ワ
ー
を
痛
感
さ
せ
る
も
の
で
あ
り
、
中
国
と
の
単

独
交
渉
を
避
け
る
た
め
に
は
日
本
を
引
き
込
む
こ

と
が
必
要
、
と
い
う
伝
統
的
な
発
想
が
生
き
延
び

る
可
能
性
は
高
い
。
他
方
、
日
本
に
と
っ
て
は
企

業
の
利
害
や
政
治
経
済
的
関
係
が
そ
れ
ぞ
れ
異
な

る
中
韓
を
一
緒
に
交
渉
す
る
意
味
は
ほ
と
ん
ど
な

く
、
現
実
的
に
考
え
ら
れ
た
形
跡
に
乏
し
い
。
し

か
し
、
中
韓
交
渉
が
困
難
と
な
っ
た
場
合
、
中
韓

が
現
在
進
ん
で
い
る
日
中
韓
の
投
資
協
定
交
渉
の

延
長
上
で
の
日
中
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
を
持
ち
か
け
て

く
る
可
能
性
は
残
る
。

●
ポ
ス
ト
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
東
ア
ジ
ア
と

日
本
の
対
応

以
上
の
よ
う
に
、
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
順
調
に
批
准
、

発
効
さ
れ
れ
ば
も
ち
ろ
ん
、
ま
た
、
さ
れ
な
く
て

も
、
少
な
く
と
も
二
つ
の
点
で
こ
れ
ま
で
の
東
ア

ジ
ア
の
経
済
統
合
を
変
質
さ
せ
る
イ
ン
パ
ク
ト
を

持
つ
だ
ろ
う
。
第
一
の
点
は
ポ
ス
ト
通
貨
危
機
の

東
ア
ジ
ア
で
地
域
主
義
の
コ
ア
で
あ
っ
た
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
＋
３
（
日
中
韓
）
に
本
格
的
に
米
国
が
割
っ

て
入
る
こ
と
で
あ
る
。
韓
国
は
日
中
双
方
と
の
競

争
で
生
き
残
る
た
め
に
は
む
し
ろ
域
外
と
手
を
結

ぶ
べ
き
、
と
い
っ
た
発
想
が
強
く
、
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ

は
ま
さ
に
そ
の
産
物
で
あ
っ
た
。
地
域
観
に
乏
し

く
、
日
中
と
の
競
争
か
ら
外
に
出
よ
う
と
す
る
韓

国
に
と
っ
て
唯
一
の
地
政
学
的
関
心
は
北
朝
鮮
に

し
か
な
く
、
今
後
と
も
こ
れ
を
利
用
し
た
米
国
の

レ
バ
レ
ッ
ジ
は
続
く
だ
ろ
う
。

第
二
の
点
は
米
国
の
登
場
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ま

で
の
東
ア
ジ
ア
の
特
徴
で
あ
っ
た
政
経
分
離
の
ア

プ
ロ
ー
チ
が
変
質
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
点
で

も
日
中
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
に
配
慮
し
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
つ

い
て
は
な
る
べ
く
経
済
的
互
恵
と
実
利
に
直
結
し
、

非
政
治
的
な
機
能
的
協
力
を
組
み
合
わ
せ
て
き
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
前
述
の
よ
う
に
、
米
韓
の
Ｆ
Ｔ

Ａ
に
は
強
い
政
治
性
が
あ
り
、
ま
た
ほ
と
ん
ど
自

由
化
だ
け
で
構
成
さ
れ
て
い
る
点
で
も
伝
統
的
な

Ｆ
Ｔ
Ａ
と
は
い
え
な
い
。

米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
東
ア
ジ
ア
の
地
域
主
義
の
伝
統

と
は
異
な
る
も
の
を
持
ち
込
ん
で
く
る
意
味
は
日

本
に
と
っ
て
も
、
東
ア
ジ
ア
に
と
っ
て
も
さ
ま
ざ

ま
な
意
味
を
持
つ
だ
ろ
う
。
米
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
東
ア

ジ
ア
地
域
統
合
の
求
心
力
を
弱
体
化
す
る
も
の
に

さ
せ
な
い
、
と
い
う
点
で
は
徹
底
し
た
実
利
に
基

づ
く
日
中
の
戦
略
的
な
経
済
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

強
化
が
一
定
の
レ
バ
レ
ッ
ジ
を
持
つ
か
も
し
れ
な

い
。
ま
た
日
本
が
と
り
あ
え
ず
、
日
韓
再
交
渉
を

図
る
の
で
あ
れ
ば
、
行
政
主
導
・
実
利
中
心
・
被

害
最
小
化
論
理
だ
け
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
に
は
限
界
が
あ
り
、

外
交
コ
ン
テ
ク
ス
ト
全
体
の
中
で
Ｆ
Ｔ
Ａ
戦
略
を

調
整
し
得
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
体
制
を
整
え
る
こ
と
が

急
務
で
あ
る
。
こ
の
点
、
韓
国
を
地
域
主
義
に
引

き
戻
す
唯
一
の
観
点
は
北
朝
鮮
の
将
来
問
題
で
あ

り
、
米
韓
後
の
日
韓
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
再
開
は
新
体
制

の
試
金
石
と
し
て
捉
え
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
そ

し
て
そ
れ
は
と
り
も
な
お
さ
ず
、
日
本
自
身
が
極

端
な
日
米
基
軸
と
東
ア
ジ
ア
の
地
政
学
論
理
を
バ

ラ
ン
ス
さ
せ
る
道
を
模
索
す
る
こ
と
で
も
あ
ろ
う
。

（ 

ふ
か
が
わ　

ゆ
き
こ
／
早
稲
田
大
学
政
治
経

済
学
術
院
教
授
）
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